
  

 

 

 

 

第 １ 章  高 岡 市 の 概 要 

 

 

 

 



１．高岡市のあらまし

※地図上の数字は、新設合併前の市町村合併による編入年次

　面　積　  209.58k㎡

　世　帯　  70,689世帯

　人　口　  162,976人

　　男         79,177人（うち外国人住民2,260人）

　　女         83,799人（うち外国人住民1,963人）

（令和６年８月末現在）

人口も増加傾向にあります。富山県西部地域の拠点として、また飛越能の玄関口として都市基盤の整備

が進められており、さらなる発展が期待されています。

　この飛躍の時を迎え、本市の福祉行政においても、医療と福祉が充実した安心して暮らせるまちづくり

を目指し、先人から受け継いだ貴重な財産を活かしながら、近隣地域との連携・市民との協働により「誰

もが住みたいまち、行きたいまち」づくりを進めてまいります。

平成17年11月１日に(旧)高岡市と福岡町が新設合併し、(新)高岡市となった。

　 高岡市は、豊かな自然に恵まれ長い歴史の中で培われた薫り高い文化と伝統、多彩な産業が息づく

富山県西部の中心的な都市です。歴史は極めて古く、越中文化発祥の地として、市内北部に位置する

伏木には越中国の国府が置かれました。慶長14年（1609年）には、加賀前田家二代当主前田利長が高

岡城を築き、産業を奨励した事により現在の商工都市としての基礎が築かれ「ものづくりのまち」として発

展してきました。

　近年では、北陸新幹線の開業・延伸により、関東圏・関西圏との交通アクセスは飛躍的に向上し、交流
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２．福祉保健部の機構及び事務分掌（令和６年４月１日現在）

      ：社会福祉事務所

民 生 ・ 総 務 係 予算、決算、地域福祉計画の管理、福祉のまちづくり推進事業、
社会福祉協議会との連絡調整、民生委員児童委員協議会、
避難行動要支援者名簿作成管理、災害見舞金、災害援護資金、
戦没者遺族等の援護、戦傷病没者援護、
富山県高岡看護専門学校修学資金

保 護 係 生活保護相談、被保護者更生指導、生活保護現業事務
法外援護、行旅病人（死亡）、職業紹介

身体障がい者(児)、知的障がい者(児)、精神障がい者等の福祉と

障 害 福 祉 係 自立支援、重度心身障害者等医療費助成、
特別障害者手当等、障がい者の権利擁護の推進

包括的支援体制の整備（断らない相談支援、参加支援、
地域づくりに向けた支援）
生活困窮者の相談・支援、ひきこもりの相談・支援

地域福祉活動の推進、在宅福祉サービスの推進、
ボランティア活動の推進、日常生活自立支援事業、
共同募金、生活福祉資金の貸付、福祉施設の管理運営事業
　万葉社会福祉センター・東部老人福祉センター・ボランティア
　センター・福岡社会福祉センター・ふれあい福祉センター

総 務 係 予算、決算、特定教育・保育施設（市立13園）の整備保全


入園・給付係

子育て支援係

家庭福祉係

教育・保育施設

予算、決算、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の管理、
介護保険制度の広報・啓発、介護保険施設・高齢者福祉施設
の整備、地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業所の
指定・指導監督、介護保険運営協議会、地域密着型サービス
運営委員会、介護予防・日常生活支援総合事業の指定・指導
監督、在宅福祉サービス、生きがいと健康づくり事業

介護資格・給付係 資格記録・受給者管理、保険料の賦課・徴収、保険給付管理
高額介護サービス費、第三者行為求償業務、償還支払業務
高額医療合算介護サービス費、負担限度額認定事務、
社会福祉法人等利用者負担軽減事務

要介護認定事務、介護サービス相談員派遣等事業、
介護サービス事業者連絡協議会、事故報告業務

保育指導、保育士等の研修、育児相談、要保護児童対策地域
協議会、子育て支援センター運営管理、保育所・認定こども園給
食指導、食育、栄養管理・衛生管理、調理員の研修

私立教育・保育施設運営、教育・保育施設入所・事務指導、社会
福祉法人運営管理、補助金交付

子ども・子育て支援事業計画、放課後児童健全育成事業、地域組
織活動育成事業、児童館・児童センター運営管理、ファミリー・サ
ポート・センター事業、産後ヘルパー派遣事業

児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、ひとり親家庭等の
生活相談・自立支援、ひとり親家庭等医療費助成、こども及び妊産
婦医療費助成、不妊治療費助成、不育症治療費助成、養育医療
給付、母子・父子家庭の相談、母子生活支援施設（広域）の入退
所、助産施設の入退所

伏木児童館、福岡児童館、野村児童センター、戸出児童セン
ター、西部児童センター

児童発達支援施設、医療型児童発達支援施設・診療所
〔発達支援（通園部門・外来部門）　、地域支援（訪問支援・相談支
援・人材育成・発達支援ネットワーク）、外来診療（小児神経科・小
児整形外科）〕

認定こども園（市立１園）、保育園（市立12園）

福祉連携推進室

福
　
　
祉
　
　
保
　
　
健
　
　
部

　　（福）高岡市社会福祉協議会

児童館・
児童センター

きずな子ども
発達支援
センター

事業支援・
計画係

保育・幼稚園室

介護認定審査係

社会福祉課

子ども・
子育て課

長寿福祉課
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地 域 包 括
ケ ア 推 進 係

地域包括支援センター運営協議会

総 務 係
運営

国  保  資  格・ 国保資格得喪事務、被保険者証の交付、
賦  課  係 国民健康保険税の賦課

国  保  給  付・ 保険給付（療養の給付・高額療養費・療養費・出産育児一時金・
健  診  係 葬祭費）、診療報酬明細書の資格点検、高齢受給者証の交付、

人間ドック、特定健診・特定保健指導、医療費適正化事業、
健康づくり推進事業

後 期 高 齢 者
医療・年金係

予算、決算、救急医療、感染症予防啓発、保健センター施設管理
総 務 係 環境保健衛生協会、高岡地区救急医療対策協議会、

在宅当番医、公的病院の輪番、医師会等との連絡
急患医療センター施設管理、骨髄バンクドナー助成事業

「健康たかおかスマイルプラン」の推進、健康づくり推進協議会
健康づくり係 健康増進事業（健康教育）、市民健康フォーラム、

地域ぐるみで取り組む健康づくり事業、ヘルスボランティア養成事業、
ヘルスボランティア協議会・健康づくり推進懇話会への活動支援、
高岡市薬剤師会・全国健康保険協会富山支部との連携
栄養改善事業、食生活改善推進員養成事業、
食生活改善推進員育成事業、食生活改善推進員活動の支援
母子・成人・高齢者への栄養指導と食育推進

母子健康手帳の交付、利用者支援事業
妊産婦・妊婦歯科・乳幼児の各健康診査

母 子 保 健 係 妊産婦・乳幼児訪問指導、乳児家庭全戸訪問事業
未熟児訪問指導事業、新生児等聴覚検査費用助成事業
養育支援訪問事業、幼児保健相談、母子保健相談・教育事業
産後ケア事業、産前・産後サポート事業、フッ素塗布事業
あんしん出産・子育て応援事業

予 防 接 種 係 予防接種事業（急性灰白髄炎、日本脳炎、五種・四種・三種・二種
混合、麻しん・風しん、BCG、Ｈｉｂ、小児用肺炎球菌、水痘、B型肝

高齢者用肺炎球菌、新型コロナウイルス感染症、帯状疱疹）
母子保健推進員協議会活動の支援

成 人 保 健 係
健康増進法に基づく健康診査、糖尿病予防教室、健康相談、
心の健康相談、訪問指導、特定保健指導、糖尿病性腎症重症化
予防事業、がん患者アピアランスケア助成事業

妊産婦・子育て家庭への相談支援
要保護児童対策事業
こどものショートステイ支援事業

包括的支援事業（地域包括支援センター運営事業、地域ケア
会議推進事業、生活支援体制整備事業、認知症施策推進事業、

事業（介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業）

後期高齢者医療資格得喪事務、後期高齢者医療保険料収納（特
別徴収・普通徴収）事務、後期高齢者医療広域連合との連絡事
務、後期高齢者医療受付事務（被保険者証等の再発行、高額療養
費・療養費・葬祭費支給）、後期高齢者医療健康診査事務、高齢者
の保健事業と介護予防の一体的実施、国民年金の普及、国民年金
資格得喪事務、国民年金の裁定進達事務、国民年金保険料免除
申請事務、年金事務所との協力連携事務

炎、ロタウイルス、HPV（子宮頸がん）、高齢者インフルエンザ、

予算、決算、国保月報・年報、国保運営協議会、国保事業会計の

福
　
　
祉
　
　
保
　
　
健
　
　
部

在宅医療・介護連携体制推進事業）介護予防・日常生活支援総合

がん検診、結核健康診断、肝炎ウイルス検診、歯周病検診、

保険年金課

健康増進課

長寿福祉課

こども家庭センター

健康増進課
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３．予算

　(1)令和6年度　一般会計当初予算 ‹単位：千円›

　　　《歳入》

　　　《歳出》

　(2)一般会計における民生費・衛生費予算

令和４年度 令和５年度 令和６年度 ４年度 ５年度 ６年度 ４年度 ５年度 ６年度

一 般 会 計 千円 千円 千円 ％ ％ ％　　　 　％　　　 　％　　　 　％

予 算 額 68,097,590 68,896,338 74,710,552 　　 　－ 　　 　－ 　　 　－ 2.7 1.2 8.4

民 生 費

予 算 額 24,660,268 25,225,003 25,947,150 36.2 36.6 34.7 2.5 2.3 2.9

衛 生 費

予 算 額 4,617,780 4,847,396 6,109,974 6.8 7.0 8.2 △4.8 5.0 26.0

  区  分
当　　　初　　　予　　　算　　額 一般会計に占める構成比 対 前 年 度 増 減 率

市税

25,831,819

34.6%

国庫支出金

10,299,228

13.8%地方交付税

11,150,000

14.9%

市債

5,615,200

7.5%

県支出金

5,155,455

6.9%

地方消費税交付金

4,272,000

5.7%

諸収入

3,916,917

5.2%

使用料及び手数料

1,465,182

2.0%

繰入金

2,862,833

3.8%

分担金及び負担金

1,223,066

1.6%

地方特例交付金

861,000

1.2%

その他

2,057,852

2.8%

一般会計
歳入予算
74,710,552

千円

民生費

25,947,150

34.7%

公債費

8,559,394

11.5%土木費

7,579,793

10.1%

総務費

7,452,502

10.0%

教育費

6,902,581

9.2%

商工費

5,563,514

7.4%

衛生費

6,109,974

8.2%

消防費

4,837,271

6.5%

農林水産業

費

1,022,865

1.4%

その他

735,508

1.0%

一般会計
歳出予算

74,710,552
千円
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　(3)令和6年度民生費予算の目的別内容

‹単位：千円›

令和４年度 令和５年度 令和６年度 ４年度 ５年度 ６年度 ４年度 ５年度 ６年度

千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

老 人 福 祉 2,947,431 2,909,658 3,159,053 11.4 11.2 12.2 10.3 △1.3 8.6

障 害 者 福 祉 4,671,308 4,801,986 4,963,927 18.5 18.5 19.1 9.8 2.8 3.4

その他の社会福祉 339,688 337,201 347,260 1.3 1.3 1.3 3.0 △0.7 3.0

国 民 年 金 事 務 11,068 11,741 11,844 0.0 0.0 0.0 △8.1 6.1 0.9

児 童 福 祉 9,460,941 9,866,739 10,142,661 37.5 38.0 39.1 △1.2 4.3 2.8

保 育 所 1,338,015 1,395,217 1,460,480 5.3 5.4 5.6 △3.4 4.3 4.7

生 活 保 護 1,297,499 1,283,574 1,272,475 5.2 4.9 4.9 2.9 △1.1 △ 0.9

繰 出 金 他 4,594,318 4,618,887 4,589,450 18.2 17.8 17.7 0.6 0.5 △ 0.6

計 24,660,268 25,225,003 25,947,150 97.8 97.2 100.0 2.5 2.3 2.9

対前年度増減率民生費に占める構成比当    初    予    算    額
目 的 別 区 分

児童福祉 10,142,661 

39.1%

繰出金他 4,589,450 

17.7%

障害者福祉 4,963,927 

19.1%

老人福祉 3,159,053 

12.2%

保育所 1,460,480 

5.6%

生活保護 1,272,475 

4.9%

その他の社会福祉

347,260 1.3%

国民年金事務 11,844 

0.0%

民生費
当初予算

25,947,150
千円
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　(4)民生費・衛生費（保健衛生費分）予算項目別内訳

　　・民生費総額 　25,947,150千円　　

　項　　　別 　　予　算　額 　　　　　　目　　　別　　　予　　　算　　　額

社 会 福 祉 費 8,481,878 社会福祉総務費 347,054 千円

　　(34.4％) 老人福祉費 3,159,053

心身障害者福祉費 4,487,353

心身障害者医療対策費 476,574

国民年金事務費 11,844

児 童 福 祉 費 11,603,141 児童福祉総務費 669,829

　　(47.1％) 母子福祉費 518,768

こども・妊産婦医療対策費 727,313

児童措置費 7,760,973

保育所費 1,460,480

児童発達支援センター費 361,732

認定こども園費 104,046

生 活 保 護 費 1,272,475 生活保護総務費 102,475

　　(5.2％) 扶助費 1,170,000

災 害 救 助 費 206 災害救助費 206

繰 出 金 4,589,450 国民健康保険事業会計繰出金 1,073,617

　　(18.6％) 介護保険事業会計繰出金 2,885,252

後期高齢者医療事業会計繰出金 630,581

　　・衛生費総額　6,109,974千円（保健衛生費、環境衛生費、清掃費、衛生企業費）

　項　　　別 　　予　算　額 　　　　　　目　　　別　　　予　　　算　　　額

保 健 衛 生 費 1,681,350 保健衛生総務費 143,593 千円

　　(27.5％) 予防費 599,762

健康増進対策費 332,554

母子保健対策費 251,454

救急医療対策費 353,943

防疫救治費 44

　(5)令和６年度特別会計予算

　○国民健康保険事業会計 　14,462,853千円

　○介護保険事業会計　　　　　19,835,082千円

　○後期高齢者医療事業会計  3,021,714千円
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